
評価項目一覧＜提案要求事項＞

Ａ 評価項目（提案要求事
項）

Ｂ 企画提案書必須記載内容 Ｃ 得点配分 満点

（６）地元企業であるか ①本社所在地、支店・営業所等の所在地を記載すること。 10

（７）男女共同参画の職場づくりへの社
会的貢献度

①別表に記載する評価項目に該当する場合は、その旨を記載するとともに該当していることが確認できる資料を併せて
提出すること。 5

Ｄ 評価基準

・本業務を遂行するにあたり、統括責任者及び進行管理者の経験は十分であり、かつ担当スタッフは十
分に配置されているか。
・個人情報の漏洩等、想定されるリスクを十分に認識し、それらに対する対策を適切に講じているか。
・事業計画及び実施体制は仕様書、寄附受入見込金額などと整合性がとれており、本業務を履行するに
あたって適切なものとなっているか。
・共同企業体での参加の場合、各企業の業務分担や実施体制が適切かつ効率的か。
・再委託を予定している場合、その業務が委託事務の全部又は大部分となっていないか
など。
・既存の返礼品提供事業者が、本市ふるさと納税返礼品の出品・発送等業務を混乱なく遂行できるよ
う、受託者から十分な対応がとられる体制・計画になっているか。

（１）業務実績 ①2024～2025年度の各年度の受託自治体のうち最も寄附額が高かった自治体名と寄附受入額実績 5
・2024～2025年度のいずれかにおいて、寄付額100億円以上の自治体の取扱い実績がある⇒５点
・2024～2025年度のいずれかにおいて、寄附額70億円以上の自治体の取扱い実績がある⇒３点
・2024～2025年度のいずれかにおいて、寄附額30億円以上の自治体の取扱い実績がある⇒１点
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別表のいずれかに該当している場合

・PRのための予算が十分に設定されていると言えるか。また、提案されたPRにより、ふるさと納税寄附
額の増加が見込めるか。

・提案された返礼品開発や魅力向上策により、ふるさと納税寄附額の増加が見込めるか。

・その他の企画提案により、ふるさと納税寄附額の増加が見込めるか。

・提案された取り組みにより返礼品の品質担保が見込めるか。

（２）本業務の事業計画及び実施体制

①仕様書に定める基本業務に関すること。
②応募者が想定する作業実施体制について、以下の内容に関すること
　・本業務全体を統率する統括責任者及び進行管理者と、統括責任者等の業務経験に関すること
　・本業務で設置するコールセンター等の人員体制及び応対可能期間等を明記した体制表と、
　　その体制で十分に対応できると考える根拠
　・繁忙期及びトラブル発生時の対応・体制と、その体制で十分に対応できると考える根拠
　・ワンストップ特例申請書受付に関する体制と、その体制で十分に対応できると考える根拠
　・個人情報の漏えい等、本業務で発生するリスクの予測と、リスクを防止するために実施する対策
　・2026年度の受託自治体名
③本業務の事業計画及び実施体制に基づいた2027～2030年度の本市ふるさと納税寄附受入額見込金額とその根拠を示す
こと。
　※寄附受入額の見込金額を示す際は、仕様書の参考数量とは関係なく設定してもよい。
④選定結果通知から事業開始までの事業導入計画の詳細
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（３）寄附管理システムの仕様

①現在本市が未導入の寄附管理システムや受託者が独自に開発した寄附管理システム（以下、「新規システム」とい
う。）等を活用する場合の、既存システムから新規システムへの移行計画の詳細（移行期間は2ヵ月半程度とする。）特
に、既存システムから新規システムへの移行にあたり、寄附の受付を一時停止する必要がある場合には、これに要する
日数を必ず明記すること。契約後に、応募時の提示を超える日数の一時停止を要することが判明した場合、その期間に
応じ市の損失見込額を委託料から相殺する場合がある。
②受託者が用意する寄附管理システムの概要(画面イメージ、操作性、流れ等)
③返礼品事業者に関する業務を円滑に履行（導入）するため、受託者が実施する対応（例：契約に関すること、使用シ
ステムの変更に関すること等）の詳細
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（４）提案者の独自視点による寄附額拡
大に向けた取組等についての提案

・本店を神戸市内に有する者＝10点、
・法人市民税の課税対象となる支店・営業所等を市内に有する者＝５点
　※共同企業体で参加する場合は、構成員となる企業すべての本社・支店等の所在地にて判断し、その
平均点（小数点以下第１位は四捨五入）を加点する。

｛（応募者のうち最も低い提案価格）/（当該事業者の提案価格）｝×20点
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※　小数点以下第１位を四捨五入

・提案により、返礼品ページの改善が見込まれ、ふるさと納税寄附額の増加が見込めるか。

（５）見積金額

①仕様書の参考数量で示す業務量に対する受託料の見積金額を記載すること。
　算定内訳には、消費税及び地方消費税相当額を含めた上で全体額を算出すること。なお、全体額の他に、算定内訳を
記載すること。算定の根拠（考え方、PR経費の割合等）についても可能な範囲で記載すること。

※見積金額には、受託者が返礼品提供事業者に支払う返礼品代金及び送料は含めないこと。
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①企画提案について、以下の内容に基づいて詳細を記載すること。
　なお、この企画提案に要する費用については見積金額に含めること。ただし、見積限度額の範囲外となるプロモー
ションの提案がある場合、その旨を企画提案書に明記の上提案すること。
　・ポータルサイト上の返礼品ページ（サムネイル、タイトル、紹介文等）の作成・改善、その他SEO対策に関する企画
提案
　・PR・広告宣伝に関する企画提案（想定する予算金額を示すこと）
　・返礼品の開発や既存返礼品の魅力の向上等に関する企画提案
　・返礼品の品質を担保するための企画提案
　・その他の寄附額拡大に向けた取組や寄附者及び返礼品提供事業者のために有益となる企画提案

・新規システムを使用する場合、提出されたシステムの内容や評価時点における本市への質問・回答状
況などを踏まえ、既存システムから受託者開発システムへの移行が遅滞なく行われ、現行の業務からの
継続性を損なわないような仕様・計画になっているか。
・受付停止期間が設定されている場合、その期間は業務の円滑な履行の上で、やむを得ない期間といえ
るか。
・受託者が用意する寄附管理システムが本市が望む分析やデータ抽出が容易な仕様になっているか。



別表

評価項目 確認方法

・こうべ女性活躍推進企業認定制度
（ミモザ企業）

認定証の写し
※ 神戸市のHP にて公表

・えるぼし認定・プラチナえるぼし認定
えるぼし認定・プラチナえるぼし認定通知書
※ 厚生労働省HP にて公表

・くるみん認定・プラチナくるみん・トライくるみん認定
くるみん認定・プラチナくるみん・トライくるみん認定通知書
※ 厚生労働省HP にて公表

・ユースエール認定
ユースエール認定通知書
※ 厚生労働省HP にて公表

・ひょうご女性の活躍企業表彰
表彰状の写し
※ ひょうご女性の活躍推進会議のHP にて公表

・仕事と生活のバランス企業表彰
表彰状の写し
※ ひょうご仕事と生活センターHP にて公表

・一般事業主行動計画 一般事業主行動計画策定（労働局の受付印のあるもの）の写し


